








1.はじめに

  栃木県の周産期医療は、これまで自治医科大学と獨協医科大学に可成りの部分を委ねて

きたといっても過言ではない。しかしここ 10 年来、2 大学で本県の周産期医療を賄うこ

とは不可能となり、その結果として、本県の周産期死亡率や新生児・乳児死亡率の母子保

健水準を示す指標は、全国水準に比して劣悪な状況にある。

  そこで私共は県当局に対して周産期医療充実のための施設、設備、さらには人材確保に

必要な公的資金の援助を要謂してきた。県は平成 6 年 10 月栃木県周産期医療問題検討会

を開催し、本県における今後の周産期医療充実に向けての提言を行った。折しも厚生省は

翌平成 7年、都道府県に総合周産期母子医療センターを設置する構想を打ち出したことで、

本県の周産期センター構想は一気に実現に向けて加速された。以下に本県におけるこれま

での周産期医療の実態、周産期センター構想の実現、そしてその活動状況と今後の課題に

ついて言及する。


